
Ⅱ 平成３０年度 社会教育指導体制 

 

１ 県社会教育指導体制 

(1) 社会教育関係職員 

県教育庁，各教育事務所及び関係教育機関に配置されている関係職員は，下記のとおりである。 

                                                         （平成３０年５月１日現在） 
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  教育事務所  ７ ０ ７ ０  ７ 

  さわやかちば県民プラザ １９ ０ ０ ０  ０ 

  総合教育センター（視聴覚担当）  ２ ０ ０ ０  ０ 

合   計 ５７ １   １６ ０ １７ 

(2) 千葉県社会教育委員 

千葉県社会教育委員は，社会教育法（第１５条）及び千葉県社会教育委員条例に基づく教育委

員会の附属機関であり，社会教育に関し，教育長を経て教育委員会に助言するため，社会教育に

関する諸計画の立案，教育委員会の諮問に応じて意見を述べることなどの職務を行う。 

(3) 千葉県生涯学習審議会 

 千葉県生涯学習審議会は，生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律（第

１０条）及び千葉県生涯学習審議会条例に基づく教育委員会の附属機関であり，本県の生涯学習

に資するための施策の総合的な推進に関する重要事項を調査審議する。 

 平成２９年度は，「県立図書館の今後の在り方」について審議した。 

 ※ 平成１９年度以降，千葉県社会教育委員と千葉県生涯学習審議会委員は，同一委員に委嘱し，

会議は併せて開催している。 

 

２ 市町村社会教育指導体制 

(1) 社会教育主事 

社会教育主事とは，都道府県及び市町村教育委員会の事務局に置かれる専門的教育職員である。 

社会教育行政を進める上で特に重要な存在であることから，都道府県及び市町村の教育委員会

に設置が義務付けられている。 

地域社会における人づくり，絆づくりを進めていく上で，社会教育の専門職員としての社会教

育主事の果たす役割は重要になっており，住民の期待も大きい。 

市町村における計画的な社会教育主事の養成と適切な配置及び研修の充実が特に望まれるとこ

ろである。 

県としては，生涯学習の推進を図るため，文部科学省や関係機関と協力して社会教育主事資格 

の取得充実に努めている。 
   ［参考：平成２９年度］ 

    ・国立教育政策研究所社会教育実践研究センターによる社会教育主事講習 ２回 
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(2) 県社会教育主事（市町村派遣） 

市町村への社会教育主事の派遣は，昭和４９年以来，市町村社会教育指導体制の整備及び充実

を図ることを目的として実施してきたが，地方分権の観点と市町村の社会教育推進体制の充実を

踏まえ，平成２１年度をもって終了した。 

(3) 社会教育指導員，家庭教育指導員 

社会教育指導員，家庭教育指導員は，市町村教育委員会事務局の非常勤特別職の職員で，社会

教育の特定分野に関する専門的指導者としての役割を担っている。 

平成２９年度は社会教育指導員が市町村に２１４人，家庭教育指導員が市町村に３３人，市町

村独自に設置され，指導に当たっている。 

(4) 市町村社会教育委員 

市町村社会教育委員は，県下５４市町村教育委員会のすべてに設置されている。委員が相互に

研究協議や情報交換を行うため，地区社会教育委員連絡協議会が組織されている。これに県社会

教育委員を加えて「千葉県社会教育委員連絡協議会」が結成されており，全県的な組織として社

会教育の振興・充実に努めている。 

 

３ 研修体制 

生涯学習社会の実現を目指し社会教育を振興する上で，社会教育行政及び社会教育事業を担う職

員の資質を高めていくことは非常に重要である。 

特に，県民の学習ニーズが多様化・高度化・専門化している現在，社会教育主事には，より幅広

い専門性と地域の学習課題を把握する能力や企画立案能力，組織化・援助の能力等が求められるよ

うになってきた。また，首長部局や関係機関との連携も重要となり，調整者としての能力も期待さ

れている。 

県では，社会教育関係職員の資質向上のため，さわやかちば県民プラザを中心に各関係機関と連

携して，各種研修事業の実施及び研修体制の整備に努めている。 

市町村においては研修の重要性を一層認識して職員の積極的な参加を促すとともに，研修に参加

する職員が十分な成果を収められるよう，研修に係る環境づくりと指導体制の充実に配慮されるこ

とを期待したい。 
 

(1) 平成３０年度社会教育専門講座 

 講 座 名 内        容 期 日 

１ 社会教育担当者研修会 

第１回 講演「国の動向について」 

        演習「地域課題の解決に向けて」 
    講師 郡谷 寿英 氏 
      （文部科学省国立教育政策研究所） 
第２回 講演「ファシリテーションの意義」 

演習「ファシリテーションの実際」 
講師 皆川 雅樹 氏 

（産業能率大学准教授） 

第３回 講演「国及び県の次年度事業について」 
    協議「各市町村次年度事業について」 

5/29 
 

 

 

9/5 
 
 
 
 
2/12 

２ 市町村担当課研修会 文部科学省，県の次年度の主要施策の説明 10/23 , 2/12 
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３ 

地域社会教育指導者研

修会（社教連代議員会に

あわせて開催） 

講演「社会教育委員は連携のキーパーソン」 

講師 金藤 ふゆ子氏 (文教大学教授) 

7/12 
 

 

４ 生涯学習実践研修会 
講演「人生100年時代に向けた社会教育の課題」 

講師 野島 正也氏（文教大学学園理事長） 

11/8 
 

  ［参考：平成２９年度受講者］ 
 社会教育担当者研修会 第１回 ５０名    第２回  ４４名    第３回  ６２名 
 市町村担当課研修会  第１回 ５６名  第２回 ６２名 
 地域社会教育指導者研修会   ９０名 

 生涯学習実践研修会         ２１６名 

 

(2) 平成３０年度さわやかちば県民プラザ行政関係職員研修実施計画 

 講 座 名 内         容 期  日 

１ 行政職員等基礎講座 基礎知識，基本的な学習方法，担当者の心得 
①4/26 ②調整中 

(①，②は同内容) 

２ 行政職員等専門講座 
 地域づくり，人づくりに必要な専門的能力，

先進事例と現状理解 
8/22，8/23，9/5 

３ 公民館等職員専門講
座～地域協働学～ 

 必要な基礎知識，地域協働における公民館の

役割，事例発表 
6/21 

４ 社会教育主事等実践
研究交流会 

 事例発表，討議，情報交換 1/18 

５ 

生涯学習指導者講座   

①生涯学習指導者の
ための基礎講座 

 ワークショップの手法と技法，ファシリテー

ターの役割，ファシリテーションのポイント 
6/28 

②参加者を増やすた
めの企画・広報講座 

 情報整理の仕方，チラシ作成のポイント， 
ワードを用いたチラシづくり 

7/12 

  ［参考：平成２９年度受講者]  １９０名（８日間） 
 

(3) 平成３０年度国立教育政策研究所社会教育実践研究センター研修講座等実施計画 

 講 座 名 趣         旨 開催時期及び期間 

１ 
社会教育主事

講習［Ａ］ 

 社会教育法第９条の５の規定に基づき社会教育主

事の資格付与のための講習を行う。 

 

 

［Ａ］7/23～8/24 
（33日間） 

２ 
社会教育主事

講習［Ｂ］ 

［Ｂ］1/21～2/27 
（38日間） 

３ 
社会教育主事

専門講座 

  社会教育主事として必要な高度かつ専門的な知識

・技術に関する研修を行い，都道府県の指導的立場

にある社会教育主事としての力量を高める。 

 11/6～11/9 
（4日間） 

４ 
公民館職員専

門講座 

 公民館職員として必要な高度かつ専門的な知識・

技術についての研修を行い，地域の指導的立場にあ

る公民館職員としての力量を高める。 

 6/5～6/8 
（4日間） 

５ 
図書館司書専

門講座 

 司書として必要な高度かつ専門的な知識・技術に

関する研修を行い，都道府県・指定都市等での指導

的立場になりうる司書としての力量を高める。 

 6/18～6/29 
（12日間） 
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６ 
新任図書館長

研修 

  新任図書館長等に対し，図書館の管理・運営，サ

ービスに関する専門知識や，図書館を取り巻く社会

の動向などについて研修を行い，図書館運営の責任

者としての力量を高めることを目的とする。 

 9/4～9/7 
（4日間） 

７ 博物館長研修 

 新任の博物館長等に対し，博物館の管理・運営，

サービスに関する専門知識や，博物館を取り巻く社

会の動向などについて研修を行い，博物館運営の責

任者としての力量を高める。 

 10/3～10/5 
（3日間） 

８ 
博物館学芸員

専門講座 

 学芸員として必要な高度かつ専門的な知識・技術

に関する研修を行い，都道府県・指定都市等での指

導的立場になりうる学芸員としての力量を高める。 

 12/12～12/14 
（3日間） 

９ 

全国生涯学習

センター等研

究交流会 

 生涯学習推進センター等の相互の連携協力を推進

するため，全国の生涯学習推進センター等の代表者

・職員等が集い，当面する課題について研究協議等

を行う。 

 5/24～5/25 
（2日間） 

10 

地域教育力を

高めるボラン

ティアセミナ

ー 

 学校・家庭・地域の連携ネットワークの推進及び

地域課題の対応方策等に視点をあて，地域住民等が

様々な観点から社会教育活動の事業の企画立案の在

り方等について研究協議等を行う。 

 3/7～3/8 
（2日間） 

11 
メディア教育

指導者講座 

 情報リテラシーの育成やマルチメディアの利用促

進を図る上で必要な専門知識と技術を習得させ，メ

ディア教育に関する指導者の体系的・計画的な育成

を図る。 

 10/15～10/19 
（5日間） 

  ［参考：平成２９年度受講者］ 
・国立教育政策研究所社会教育実践研究センター社会教育主事講習  ２講座   ３２名 

・         〃           各種研修講座      ９講座   ４７名 
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